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■持家 2万2,340戸（前年度比 0.1％増）

■貸家 2万7,245戸（ 〃 2.6％増）

■分譲住宅 2万1,824戸（ 〃 2.8％増）

国土交通省は、省エネ性能が適切に評価され

る環境整備のため、省エネ改修工事を伴わない

既存住宅･建築物の省エネ性能を診断･表示する

費用を支援する。募集期間は9月30日まで。

補助対象となる費用は、

①設計一次エネルギー消費量,BEI等の計算費用

②BELS等の第三者認証取得に必要な申請手数料

③表示のプレート代など

補助率は3分の1。

住宅業界に 「ウッドショック」 突然始まった木材高騰

日本経済新聞
日経XTECH https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/00138/043000788/

国土交通省は4月28日、2020年度新設住宅着工戸

数を発表し、前年度比8.1%減の81万2,164戸で2年

度連続の減少となった。

国土交通省

住宅トレンド

■持家 26万3,097戸（前年度比 7.1％減）

■貸家 30万3,018戸（ 〃 9.4％減）

■分譲住宅 23万9,141戸（ 〃 7.9％減）

2021年３月新設住宅着工

国土交通省

（出典・引用）国土交通省

https://www.mlit.go.jp/report/press/joho04_hh_000978.html

要因は複数あるが主なところは

■米国の旺盛な住宅需要が増加し、品不足が発生

→木材価格も上昇し、21年2月時点でコロナ禍前の2.5倍

■中国の経済回復による木材需要増加

■供給の滞り

→コロナ禍による労働者減少に伴う伐採量･製材工場の稼働率も減少

→巣篭り需要でコンテナ物流の増加と港湾の労働者不足も相まり海上輸送が停滞

国土交通省は4月28日、2021年3月新設住宅

着工戸数を発表。持家･貸家･分譲住宅の全分

野で増加し、前年同月比1.5%増の7万1,787戸

と21カ月ぶりの増加となった。

（出典・引用） 国土交通省 https://www.mlit.go.jp/report/press/joho04_hh_000979.html

日本の木材自給率は3割強で残りは輸入。もともと日本は木材の品質に

うるさく、木材調達が寸法体系も複雑で輸出国にとっては面倒な取引先

で少なくなったパイを奪い合う中で「日本は買い負けが鮮明」（製材会

社）といわれ、木材調達が難しい。品薄の中で少しでも量を確保するた

めには、値上げを受け入れるしかない。今後は国産材やその他建材によ

る代替品の選定を模索することなどの対応が迫られている。

- 81.2万戸、10年ぶりの低水準 ‐

-21ヶ月ぶりに増加-

昨年5月の緊急事態宣言解除後は受注動向に持

ち直しの傾向がみられたが、リーマンショック後

の景気低迷となった平成21年度に次ぎ、低水準。

2020年度 新設住宅着工数

また持家は2年連続減少で、1961年(昭和36年)

の26万335戸以来の低水準となった。

木材の需給が逼迫して価格が高騰する「ウッドショック」に、住宅業界が強い危機感を

抱いている。2021年3月の新設住宅着工戸数は21カ月ぶりに増加に転じたにもかかわらず

「注文した木材が現場に届かない」「プレカット会社が見積価格や納期を示せない」と

いった状況が、同年3月末から頻発している。

（出典･引用）日本経済新聞 https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUC0647P0W1A500C2000000/?unlock=1

コンテナ不足･滞留も品不足の要因

国産材利用も今後の対策の一つ

既存住宅の省エネ性能診断・表示を支援

国土交通省（引用：新建ハウジングDIGITAL)

（出典・引用）

新建ﾊｳｼﾞﾝｸﾞDIGITAL https://www.s-housing.jp/archives/234204

（一社）環境共生住宅推進協議会 https://www.kkj.or.jp/kizon_se/
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▼国土交通省

▼（一社）環境共創ｲﾆｼｱﾁﾌﾞ

▼日経XTECH

(引用）日経XTECH https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/00154/01188/

今年度も戸建て住宅を対象としたZEH支援事業が環境省、経済産業省、国土交通省の３省連携で実

施されます。これから取り組む上で、内容や制度を理解し同制度をぜひ活用して下さい。

住宅トレンド

令和3年度 3省 連携事業 ZEH支援制度

菅総理が昨年10月に所信表明演説の中で「脱炭素社会の実現を目指す」と宣言したことを受け、同年

12月に開催された「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」でZEH普及を進めていく方針

が示されています。

また適合義務化や太陽光パネル設置の義務化なども議論が始まり、省エネ対応に関しては先を見据え

た対策が必要です。コロナ禍によりニューノーマル社会への移行もみられつつある中、まだZEH対応され

ていない方々においては、自社の新たな取り組みとして対応をご検討下さい。

気になるトレンド！

（一社）環境共創イニシアチブ https://sii.or.jp/zeh03/

（出典）国土交通省 https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000153.html

※ 事業パンフレットより抜粋掲載

（概要）

3省（国交省、経産省、環境省）は2021年4月19日省エネルギー化や脱炭素化に向けて規制や誘導

策などを議論する「脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検討会」の初会合を

開いた。主な論点は3つ。

1つ目は、目指すべき住宅･建築物の明確化。2つ目は、既存ストックの省エネ改修の進め方。国

交省によれば住宅ストック約5,000万戸のうち、省エネ基準適合の割合は18年時点で約11％、無断

熱住宅は約30％に上り、ストックの省エネ対策も喫緊の課題。

3つ目は規制の在り方。具体的には省エネ基準適合義務化を300㎡未満の新築住宅・建築物にまで

広げるか否か。さらに新築住宅における太陽光発電パネルの設置義務化も議論される。

「太陽光パネル設置義務化」に賛否、国が脱炭素住宅の検討会を開始

脱炭素に向け「太陽光パネル設置義務化」の議論も始まっています！

https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/00154/01188/
https://sii.or.jp/zeh03/
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000153.html




詳しくはこちらまでお問い合わせください。

ＡＧＣ硝⼦建材株式会社

橋本総業株式会社
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